














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































居 {主 住 宅 住環境 コミュー ティ
現状維持 居住継続支援 住宅転用防止
用途地域制限の強化 伝統的なコミュニテ
住宅地域の保護 ィ破壊の防止
住宅の直接供給
都市基盤整備 都市景観・新しい都市
改善・拡充 居住水準改善 -間接供給
住宅付置義務
開発負担 文化の創出
理していきたいと思って、レジュメにある表をつ
くりました。これは、もとより網羅的なものでは
なくて、極めて不完全なものですが、いわば考え
方の整理に役立つかなと思ってつくったわけです。
ソフトとハードの区別 真ん中の上に、「住宅」
と「住環境」という2つの欄があります。住宅、住
まいそのものと、その周りにある住環境というも
のとを両方考えなければ、都市住宅問題というも
のは解決しない。これは、もはや常識に属するこ
とだろうと思います。どうしても、住宅そのもの
だけに視野を限定してみますと、あと何年間で何
万戸っくりましょうという話だけになりやすいの
ですけれども、それだけじゃすまない。住宅とい
うのは、ぽつんと離れて存在するものではなくて、
都市の中にある程度のまとまりを持って存在して
いる。つまり住環境のことを考えざるを得ないわ
けですね。住環境というのは結局、都市環境その
ものであるということになります。
しかし、この住宅とか住環境は、いわばハード、
物として目に見えるものが想定されてきます。し
かし、それだけではない、その両側に「居住」と
「コミュニティ」という欄をつくった気持ちは、そ
ういうハードに対して、いわばソフトの問題も意
識せざるを得ないということをいいたかったわけ
です。住宅そのものをつくるとか、確保するとか
ということと、そこに人聞が住む、居住するとい
う、もっとソフト面のこととは、密接に関連して
いますが、しかし、一応区別もできる。つまり、立
派な住宅が建設された、しかし家賃は倍になって、
前の住人は出ていかなければならなくなったとか、
立派な再開発をやって住環境はよくなった、大き
な道路もできた、たくさんビ、ルも建った、しかし、
伝統的なコミュニティはすっかりなくなってしま
ったというような話はよくあるわけでして、そう
いう意味ではソフトの問題も考えておかなくては
ならないということですね。
この住宅と居住の問題の区別という点は、昔か
ら指摘はされてきたものの、我が国の住宅行政の
根本的な欠陥のーっと言われます。住宅イコール
建設省の住宅行政、とんかち行政と悪口を言われ
ている。とかく物としての住宅だけを考えてしま
う。住むということに着目した法制度や政策が確
立していない。このことは多くの外国には、建設
省と別に住宅省があるというようなことに典型的
にあらわれるわけですが、そういう姿勢の違いが
あったということは、ついでに申しておきたいと
思います。さて、この表は2次元の紙の上に書きま
したから、こうなってしまいましたけれども、ソ
フトの「コミュニティ」と「居住」という項目は、
紙を筒型に丸めれば向こうでつながっているとい
うふうに考えてください。そういう立体的な表を
書く技術がありませんでしたので、そういうつも
りであるということをご理解いただきたいと思い
ます。
住環境の維持と改善の区別 それから、上下を
「現状維持Jと「改善・拡充」の二つに分けたのは、
まずは、今ある状態をとにかく守っていく、破壊
をストップするというレベルの話と、今ある状態
をもっとよいものにしていくというレベルの話と
の区別です。これは現実的には相対的な差しかあ
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りませんが、法理論的には割と基本的な差があり
ますので、一応区別しているということになりま
す。つまり、現状維持というのは、いわば消極的
な行政として、一番わかりやすい言葉で代表すれ
ば、いわゆる警察行政になるわけですね。今ある
秩序、今ある安全の状態をとにかく守る。それを
壊すものが出てきたら、それを排除する。排除す
ればもとに戻りますよね、それが警察行政の目的
なわけです。住宅行政の中にも、一例えば、住宅
地の中にどんどんビ、ルが建ってきて、もうここは
一戸建てで住むような場所じゃないよ、早く出て
いけという地上げなんかの対策として、そういう
いわば警察的な、消極的な秩序維持の要素もある
のかもしれない。この辺は、実は法理論的に詰め
ていくに値する問題だと思いますけれども、ちょ
っとそういうことを意識しているわけです。とい
うのは、どうしても住宅にかかわる行政というの
は、もともともっと積極的な行政、現状の改善、向
上の次元にあるとのみ考えられがちであったから
ということなんですが、ちょっとこの辺は舌足ら
ずで残念なんですけれども、全体の時間配分を考
えますとこのくらいにしておいて、また後で余裕
が出たら補足することにします。
そういう法的な観点から見ると、今ある状態を
とにかく守る、そのために行政がやれることと、今
ある状態をもっとよくするために行政が何かをす
ることとの区別が、法理論的には、ちょっと大ざ
っぱiこ言ってしまいますと、自治体が法律の根拠
なしに条例で規制をやれるか、ゃれないかの境目
にかなりかかわってくるということがあるわけで
すね。つまりこれは、法律の根拠があって自治体
が何かの仕事をするというのが、今までの基本パ
ターンですけれども、今日の住宅行政のようにな
ってきますと、法律に必ずしも規定がないことで
も自治体として必要と判断すれば、条例を制定し
てやっていかなきゃならないということが多く出
てきます。そういうような場合にとりあえず、消
極的な秩序維持のレベルにあることをやるのなら
ば、これは、奈良県ため池条例最高裁判決とかい
ろいろありますけれども、財産権の規制だってで
きるはずだという議論が比較的しやすい。建設省
なんかは認めないかもしれませんけれども。
それに対して、もっと積極的な秩序改善・向上
のために、あえて財産権を条例で規制するといい
ますと、それは法律の根拠がないから条例ではで
きないという非常に高い壁にぶつかるわけなんで
す。その辺をクリアしていくというのは、大きな
課題として残っております。
都市・住宅行政と法治主義 さて、レジュメに
は、次の表の下に「立法・計画策定・規制・誘導・
事業などの行政手法と法治主義Jと書いてありま
すが、この辺はちょっと飛ばしましょう。要する
に、行政の手法も多様化してきている。昔の行政
というのは、法律があって、それを具体化する処
分があって、言うことを聞かなければ強制する。租
税法なんかそうですね。所得税法に基づいて、 Aさ
んには幾ら、 Bさんには幾らという課税処分があっ
て、言うことを聞かなければ強制徴収ということ
になる。ところが、住宅行政・都市行政について
は、そういう単純な行政手法ですむ時代じゃない
わけですね。行政がやることはと、んな法をつくる
かというところから、まず始まります。あるいは
法律にしないで、要綱で済ませるなんてこともあ
ります。あるいは計画をつくる。さらに、権力的
な規制をする場合もあれば、むしろ補助金を出し
て誘導をしていくというようなこともある。行政
がみずから事業を行なう場合もある。それらすべ
てについて法的な根拠づけ、あるいは法による拘
束、つまり法治主義の問題が問われるわけですけ
れども、昔ながらの形式的、伝統的な法治主義の
理論では到底カバーできない。自治体行政の方が
どんどん先に進んじゃっているわけですね。そう
いう一般的な状況がある中で、その最先端の課題
のーっとして、住宅行政や都市行政の分野がある
んだというふうに位置づけたいと思います。
それでは、今、何を問題にすべきか。住宅基本
条例ができたわけですが、これは東京都がっくり、
23区もどんどんつくっているわけですが、しかし、
これができただけでは何も解決してはいないです
ね。そこから先をどうするかが問題なんですけれ
ども、しかし、東京都が全国の自治体に先駆けて、
いわば自治体の住宅政策宣言とも言うべき基本条
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例を制定したということは、やはり歴史的な意味
があると思います。つまり、今から何年もたった
後になれば、ちょうど東京都公害防止条例が制定
された昭和42年が、日本の公害法制史にとって重
要な日付となっているように、あの年に東京都の
住宅基本条例ができたというようなことが法律学
の教科書に書かれるような意昧での、歴史的な意
味があろうかと思います。
つまり住宅行政は、もはや国の下請行政の域を
完全に脱して、むしろ都市自治体こそ住宅行政の
本来の担い手だという意識に立つ。そういう本格
的な自治体住宅行政が開始されることになります。
それを単なるかけ声、空念仏に終わらせないため
には、およそ行政と法の関係、あるいは国と自治
体の権限配分などの基本問題について、古典的、教
科書的な発想だけではだめで、 昔、法学部で、田
中二郎先生の行政法の教科書か何かで勉強した方
もおられるかもしれないけれども、それはそれで
敬意を表しますが、それだけではそろそろだめで、
ぜひこういう公開講座などをきっかけに一生懸命
勉強していただいて一、一番申し上げたいのは次
のところですけれども、「都市空間の公共性を前提
にした新しい都市自治のルール」としての都市法
という発想を、ぜひ問題意識として持っていただ
きたいと思うわけです。
(2)都市空間の公共性と「都市法Jの考え方
2番目の柱ですが、『都市空間の公共性と「都市
法」の考え方』と書きましたが、いきなり都市空
間公物論なんでいうテクニカルタームといいまし
ょうか、専門用語が出てきて恐縮なんですけれど
も、なるべくわかりやすくお話ししたいと思いま
す。まず、以下お話しする話は、直接に、現に存
在しているもろもろの法律一都市計画法とか、建
築基準法の解釈論としてこう言えるんだというこ
とを、直接申し上げているわけではないというこ
とです。もっと、もろもろの制度の解釈運用の背
後にある、もっと基礎にある法原理といいましょ
うか、法本質論といいましょうか、そういう次元
のことを申し上げたいわけです。
つまり、現実に存在している法制度は非常にば
らぱらで、いろいろな経緯を持ってできてきてお
りますので、必ずしも統ーがとれていない。そう
いうとき一段下に潜って、法原理的なレベルでそ
れを統一的に理解するという作業をする必要があ
るだろうという、そういうレベルのことを今、都
市空間公物というような考え方で説明してみたい
と思うわけです。公物という熟語ですけれども、そ
んなに難しく考えていただく必要はないわけで、み
んなの物という意味です。みんなが利用する、例
えば道路とか、河川とか、海岸とか、この都民ホー
ルだって公物、そういう公共施設と言えるわけで
すね。みんなが使う以上、利用調整が必要です。き
ょうはこの講演に使うわけですけれども、この日
にほかの方があるいは使いたかったかもしれない、
そういう場合はどういうふうに調整するのか、申
込順にするのかしないのかとか、そういうルール
が必要ですね。そういうことを、みんなの物の、み
んなの利益になるように管理する人が必要ですね。
その管理人が利用調整のルールを決め、利用料を
取ったり、条件に違反した者には制裁を加えたり
というような、管理権を行使する必要があるわけ
です。だから、道路とか河川とかに関しましては、
道路法とか河川法とかというような公物管理法規
が存在してまして、それぞれ道路管理者、河川管
理者というものが決まっていて、一定のルールに
従って管理をしているというのが現行法でありま
す。
しかし、今のような説明だけでは行政法に慣れ
ていない方はなじみにくいかもしれない。そこで
例えば、民間の普通のマンションなんかを考えて
いただくことにしましょう。これは公物とは言え
ませんけれども、大勢の人が共有して一つの建物
を使っている。個々の部屋にはそれぞれの人が住
んでいるわけですけれども、みんなが使う廊下と
か駐車場とか、そういったものに関しては当然一
定のルールが必要ですね。当然、また管理人が必
要ですね。だから、みんなが使う必要があるスペー
スに関しては、そういうみんなの物としての管理
のルールが発生する、あるいは、管理者、管理人
が必要になるというようなことは、いわば法律で
決めなくたって当然出てくる、自然法的なものだ
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と言ってもいいかもしれないわけです。
公物利用のルール そういうものとして実定法
上、公物法規はいろいろなことを定めております
が、ここでは「一般使用と特許使用」という、こ
れまた専門用語ですが、少しお話をしておきたい
と思います。例えば皆さん道路を歩かれますね、ご
く普通に、あれは一体、法律関係としては何かと
いうと、道路という公物がそこにあるから、反射
的に皆さんはそれを利用できるのだと法的には説
明されるわけです。別に、一々道路使用許可を管
理者に申請したり、道路通行料を払ったりはしま
せんよね。そういうのを、普通にみんなが使う形、
海で泳いだり、公園で散歩したりすることを、公
物の一般使用とか自由使用と言います。それに対
して、道路に例えば電信柱を東京電力が建てると
か、あるいは都の交通局が地下鉄を走らせるなん
でいうときは、これはだれもが使う使い方ではあ
りませんから、特別の許可が必要です。これが特
許許可です。占用許可と言いますけれども、これ
はしかしお金を払う必要があります、かなりの占
用料金を払う。しかし、そのかわり、独占的・排
他的に使う権利が保障されるわけですね。そうい
うルールがまずあるわけです。またマンションの
例を考えてもそうですよね。廊下なんかは、別に
自由使用でいいわけですけれども、駐車場なんで
いうと、自分の車をとめるためのスペースを独占・
排他的に使おうと思ったら、その土地自体はみん
なのものであるにしても、線を引いたパーキング・
ロットはやはり独占・排他的に使用する以上、一
定の駐車場使用料金を払うことになるはずです。
所有と管理の区別 要するに、みんなの物を使
うためには、どうしてもそういうようなルールが
必要になってくるわけですけれども、申し上げた
い重要なポイントは、この公物法理が、公共的な
ものと、それから個人の自由とを調節する法理の、
いわば原型とも言えるものだということですね。
また、注意を要するのは、公物というのは、だれ
が所有しているかということとは次元が違う話で
あるということです。普通、例えば都の道路(都
道)は大抵、都が所有権を持っているはずです。し
かし、私人の所有地に道路を設けることももちろ
ん可能です。私有公物といいますが、私有地を借
りて、そこを道路にするというようなことは、あ
り得るわけですね。だれが所有しているかという
ことと、それをみんなの物として、だれが、どう
いうふうに管理するかという話とは、別の次元の
話で、そこで調整がついているということになる
わけです。説明が簡単過ぎるかもしれませんけれ
ども、逆に、もうおわかりの方にはしつこ過ぎる
かもしれません。
環境公物要は、そういう公物管理、みんなの
物をみんなのために管理するという原理的な法理
論を、もっと思い切って拡大してみて、都市全体
をそういうみんなの物(公物)というふうに考え
てみることはできないかということです。まあ、ち
ょっと飛躍かもしれません。一種の比喰とお考え
いただいてもいいのですけれど、も、例えば、都市
環境を構成しているあらゆる環境資源大気とか、
水とか、日光とか、話を最後は土地に持っていき
たいわけですけれども、例えば大気、空気という
ものは、みんなの物であることは明らかですね。こ
れは、なかなか独占支配しにくいから、今のとこ
ろ、だれでもただで、使えることになっているんで
すけれども、今の比犠で言うならば、我々が毎日
呼吸しているというのは大気を自由に使っている
わけで、これは別に呼吸権を主張しなくても、あ
るいは呼吸の許可を申請しなくても、自由にみん
な吸っていますね。どんなに鼻の大きい人が吸っ
ても、大した差はないわけで、こういうのは大気
の一般使用と比喰的に言えるかもしれません。
それに対して、大きな工場でボイラーをどんど
んたいて、酸素を大量に消費し、汚染物質を大量
に排出するなんていうのは、一体、自由使用・一
般使用かというと、こういうのはまさに、みんな
の物である大気を、独占・排他的に大量に消費し
て、ある意昧ではみんなに迷惑をかける、環境に
負荷をかけるわけですから、こういうのは先ほど
の道路を独占的に使用するのと同じように、特別
の許可に服せしめ、特別の料金を取って、さらに
特別のいろいろなルールを守らせる。何ppm以上は
だめだとかそういうルールを守らせる。というふ
うになるのは当然と考えられます。公害規制法規
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だって、こういう法原理的な考え方に立ってもう
一度説明しなおしてみることも可能になってくる
と考えます。今、環境利用料とか環境税とかとい
うようなものが話題になりつつありますけれども、
そういうものも今の延長線上で考えていくとすん
なり説明ができる。私見としては、都市計画法な
どの都市法と環境法は、まさにこのような同じ視
点、に立って統一されるべきだろうと考えています
が、その点はここでは指摘にとどめます。
そう考えてくると、大気、水、日光、そして土
地、あるいはその土地を基盤とする都市の空間と
いうものは、現行法ではもちろんそれぞれが所有
権で細かく区割りされて、 Aさんの土地、 Bさんの
土地、あるいは東京都の土地、国の土地というふ
うに分かれていますが、その上にある空間という
ものは、結局、だれかが独占・排他的に使用でき
るものではなくて、みんなの物、みんなに影響し
てしまうものみんながうまく調節しながら使って
いかなければ、どうにもならないものと言わざる
を得ない。
都市空間を利用する者の権利と義務 そういう
観点から、「都市空間の利用者としての開発者の権
利と義務」ということを考えてみます。要するに、
都市空間、東京都なら東京都という空間で、それ
を人聞が、オフィスや、工場や、商居や、あるい
は住宅や、そういういろいろな物に利用できる総
量というのは、都市全体の環境容量、これは東京
都の都域で使えるというような条件、例えば水の
量はどれぐらいなのか、あるいは下水道はどれぐ
らい整備されているか、道路はどれぐらい整備さ
れているというようなもろもろの基盤整備の状況
に応じて、いわば客観的に決まってくるわけです
ね。東京都のキャパシティーというものがあるわ
けです。それとの関係で、東京の例えば23区のこ
の区ではこれだけの土地利用が可能である、別の
場所ではこの程度の土地利用が可能であるという、
いわば都市空間の利用のルールが、これもおのず
から客観的に決まってくる。原理的なことを言っ
ているんですよ、今。それは結局、具体的に都市
計画としてあらわれてくる。それぞれの地域の位
置づけに応じた用途とか容積というものが決まっ
てくる。
もちろん、都市環境というのは自然環境と違い
まして、人為的にある程度いじることができます
から、基盤整備をもっともっと行えば、もっとた
くさんの人が住めるとか、もっとたくさんの工場
を置けるとかということはあるかもしれません。
しかし、おのずから一定の限度というものがある。
結局、都市環境というものの有限性に気がつかざ
るを得ない。逆に言うと、都市環境の無限性を前
提にしない限り、土地というものは、自分の土地
だったら基本的にどこまででも使えるのだという
所有権の自由、土地利用の自由は成り立たないと
いうことですね。土地利用の自由、所有権の自由
という法思想は、そういう都市環境の有限性とい
うことに十分気がつかれなかった時代の法思想、法
意識なのであって、今やそれが妥当しないことは
だれの目にも明らかなはずなんです。しかし、そ
れがなかなか法理論として転換しなし、。
そこで、今私が述べたような原理的な発想に立
って考えると、だれもが都市の環境容量、環境条
件に見合って、いわば自由使用 文句なく、自由
に使用できる程度の土地利用の水準と、それから、
特別の許可をもらって、特別のルールに服さない
限り、あるいは特別の負担を負わない限り使うこ
とができないような土地や、都市空間の利用を区
別した方がよさそうだということが、明らかにな
ると思います。先ほどの比喰から押し進めてくれ
ば、そういうことになろうかと思います。
開発にともなう負担幸い、都市計画学者もそ
ういうようなことを言っておられて、最初にお話
しになった石田所長なんかがそうですが、容積率
一ご存じだと思います、つまり、その土地がどこ
まで使えるか、どれだけの容量のものを建てられ
るかということだと、単純化して考えると、容積
率にも基準容積と許可容積という2段階を区別した
方がいいんではないかと言っておられる。つまり
容積率のある範囲(基準容積)までは、誰もがい
わば建築の自由で建物を建ててもいいんだけれど
も、そこから先を超える分は、都市空間の利用と
いうのは、勝手な使用はできないところなのであ
って、幾ら自分の土地の上だといっても、それは
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結局みんなの都市空間なのであって、そこを利用
して勝手に高いビルを建てたりすると、都市の環
境容量に負担をかけるし、ほかのみんなに影響を
与えることになるんだから、ょっぽどの条件がそ
ろわない限り勝手には使えない、許可をもらえば
使える。これが許可容積です。その許可のときに、
いわば負担を負う。お金で払うのか、現物で払う
のか、それはいろいろ自治体が決めればいいわけ
です。
要するに、開発をすることというのは、そうや
って勝手には使えないはずの都市空間を利用する
ことによって利益を得ることなんですから、その
開発によってみんなの公物である都市空間に影響
が生じた分は、それに対応した応分の負担をしな
ければいけない、そういう基本原理なんだと説明
できることになるはずです。
再三言いますが、これは直ちに実定法の解釈論
として申し上げているわけじゃなくて、ものの考
え方を言っているわけです。だから、結局、まと
まった緑を壊してピルを建てた。木を切ってビ、ル
を建てた。それはそれでlつの都市環境の利用でし
ょうけれども、破壊した部分については、別の場
所に緑を現物で増やすべきである。植えるべきで
あるというルールにしたっていいし、その分お金
で払わせる。これは自治体がいろいろな要綱で現
にやっているところですね。開発負担と言われま
すが、あの説明に法律学者は非常に困っていて、裁
判所なんかも非常に冷たいのですが、勝手にあれ
は行政指導で、取っているだけだ、相手が払わない
払うのは嫌だと言ったら、それ以上は取れないん
だとか、寄附金にすぎないとか、いろいろなこと
を言っていますが、今のように考えていけば、開
発負担というものには、都市法上のれっきとした
原理的根拠があるというふうに言えそうでありま
す。
さらに、その応用問題のようなものですけれど
も、先ほど福岡先生がお話しになった、開発をし
て、その分住宅を破壊するなら、逆に住宅を乗っ
けろと。オフィスをつくってもいいけれども、そ
の一定部分は住宅にしろという、いわゆる住宅付
置義務の問題なんかも、一体そんなこと適法にや
れるのかどうか、法律学者は大変議論をしていま
すが、といいますか、むしろ消極的ですが、あく
までそれは指導、お願いなのであって、業者がい
いと言っている限りできるにすぎないというよう
な及び腰になってしまっておりますけれども、今
のような考え方で言えば一種の開発負担の応用と
して、開発負担金を払うかわりに住宅をつくれと
いうルールも、十分自治体によってはあり得るか
もしれないということになります。
さて、時間が大分なくなりましたのでこ少しま
とめますと、都市空間公物論、みんなの物として
の都市空間、あるいは都市空間の公共性というこ
とを前提に考えてくると、今まで、の土地利用のルー
ル、あるいは開発負担の考え方なんかに関しでも、
随分、今までと違ったものの考え方ができるので
はないかという話をしたわけです。
(3)都市住宅への権利
次に「都市住宅への権利」の問題についてです
が、本当は、これだけでまた1時間ぐらい説明した
いところなんですけれども、そうもいかない。以
上のように、都市法というものを前提に考えてき
ますと、個々の都市住民が、それでは、一体いか
なる法的地位に立つのか、都市環境に対して、あ
るいはとりわけ住宅に対してということですね。
学者の中には、居住権概念をすぐにも確立すべき
だというようなことをおっしゃる方がいます。大
体、民法学者が多いのですけれども、これは借地・
借家法とか、そういうところから出発しながら、何
が何でも今の住宅に住み続ける権利というような、
そう簡単に言ってはいけませんけれども、割とそ
ういうレベルで、つまり都市全体のというような
発想ではなくて、今のこの家に私は住み続けたい
のだという権利を、いかに保障するかというよう
なものとして、居住権というようなことをおっし
やりたがるのですが、しかし、これは直ちには認
められない。その考え方、気持ちとしてはわかる
としても、直ちに権利としては認められない。権
利として認められないという意味は、そのまま裁
判所に行っても、裁判所は相手にしてくれないよ
という意味です。学者が論文を書くのは自由なん
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ですけれども、裁判所に説得力を持たない。
居住権と環場権 これは、環境権のお話をした
ら、一番ぴんとくるかと思います。ちょうど1970
年代ぐらいに、環境権という新しい権利概念が必
要だという議論がさかんに行われました。今まで
自分が愛していた身の回りの環境に、ある日突然、
工場が建って環境が破壊される。それはけしから
ぬ、その工事は待ったとストップかけられるよう
な権利として環境権を主張する。これは、考え方
としては非常に支持を得て、あっという聞に、そ
れまで全く言葉として存在しなかった環境権とい
う言葉が、日本人のだれもが知っている言葉にな
りました。そういう意味では定着したんですが、で
は、環境権というものを正面から認めた裁判例は
あるかといったら、いまだに1件もないですね。
ですから、法の理念としてあり得るということと、
裁判所でそれに基づいて何かを請求できる、認め
られるということとは次元が違う話で、そういう
ことを言うと、だから法律論は嫌だとおっしゃる
方もおられるのですけれども、そこは、しかしそ
うなんですね。問題は、そこを区別した上で、ま
ず居住権、あるいは住宅への権利というものをど
ういうレベルで確立するかということなんですが、
それは当然、まず環境権がそうであったように、現
代社会における人間の人間らしい生活を保障する
基本権としての生存権のいわば今目的展開として
環境権も居住権も位置づけられるべきだろうと思
います。
先ほど、お菓子を取り分けるのにお母さんが介
入して、弱い子供にもみんないくように配分し直ー
すということを言いましたけれども、あの時点で
の生存権という思想は、つまり、所得の再配分が
基本ですから、だれにもある程度の所得がいくよ
うにする、それが生存権保障の基本と考えられて
いたわけです。今日でもその役割がなくなってい
るわけではないわけですけれども、しかし、今日
の日本のようなある程度豊かになった社会におい
ては、既にみんなある程度の所得は得ている。問
題なのは、所得よりも、所得も大事ですが、きれ
いな空気、安全な水とか、ゆとりのある人間らし
い、人間の尊厳に値するような暮らしの生活条件
ですね。それは環境権であったり、居住権であっ
たり、健康権であったり、いろいろな呼び方をさ
れます。いろいろな新しい人権と言われているも
のがあります。
結局、何を言っているかというと、人聞が人間
らしく今の都市社会の中で住むためには、今まで
の権利の発想ではとらえ切れないような、しかし、
一番根本的な、ある法的に保護されてしかるべき
利益状態がそこにあるということなんですね。そ
の意味で、居住権というのが環境権などと同様に、
そういう基本的な人権を構成するということは当
然だろうと思います。
「権利」概念の再検討 ここから先は、ーもう時
間がなくなってきたので、ややあきらめですが、さ
らにちょっと大胆なことを言いますとーそこから
先はもう権利というような言葉を使うかどうかと
いうと、基本的な問題に立ち返るということにな
るかと思います。言いかえれば、権利という言葉
自体が、近代のいわば資本主義社会の発生ととも
に、ある意味合いをもう与えられてしまっている。
しかし一方で、人間の具体的な生活や生存の条件
にかかわる価値としての環境とか住宅とかという
ものと人閣のかかわり方を、他方で自由に売った
り買ったりできる財産に対する人間のかかわり方
と同じ言葉で、つまり権利という言葉で、同じよ
うに説明しでもよいのだろうか。権利というのは、
財産権として理解すると一番理解しやすいわけで
すけれども、人間というのは、売ったり買ったり
だけで生きているわけではないのであって、そう
いう社会性を持った財とか価値に対する人間のか
かわり方というのは、もっともっといろいろなニ
ュアンスに富んでいる。それらを思い切って切り
捨てないと、権利があるのかないのかという裁判
所で通用する理論の土壌に乗らないわけですね。
だから、権利という、ある意味では19世紀以来
の、もうでき上がってしまった概念をそのまま使
い続けて居住権というふうに言っていくのかとい
うと、その道はほとんどだめでしょうということ
です。そうではなくて、もっと別のーこれは、何
か日本語を発明しなきゃならないので、私として
はまだその域に達していないのですけれども、レ
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ジュメにちょっと書きましたように、「客観的都市
法秩序のなかで保護される都市住民の法的地位」。
こんなことを一々言っていたら、長くでしょうが
ないで、すから、こういうのを何かぴしっと言う言
葉を発明していくというぐらいの新たなものの見
方を導入しておかないと、ここから先の話は進ま
ないのかもしれない。何をまあ、随分のんきなこ
とを言っているのだと、あるいはお思いかもしれ
ませんけれども、法律学者としては、法原理的に
はかなり大胆なことを申し上げていることになる
わけです。
東京ルール まあ、ある程度予期されたことと
はいえ、時間配分のバランスがよくなかったので
すが、基本的に申し上げたい原理的なことは、大
ざっぱですけれども申し上げることができました。
そういう観点に立って、レジュメの最後の柱に書
きましたような自治体住宅政策の展開を考えてい
かなければなりません。単に今まで古典的行政法
の教科書にあるように、まず法律があって、条例
というのは法律に違反しない限りにおいてしか制
定できないとか、財産権を規制するには法律が必
要だとかというような、古臭い議論を取り外して、
乗り越えてやっていかなきゃならない。とくに今
日の自治体がやっているさまざまの試みですね、指
導要綱とか、あるいは地区計画等の都市計画、さ
らに一方的に命令したり強制したりという古典的
行政スタイルから、むしろ行政指導や協定を使っ
たり、住民との合意によって行政をしていくとい
うような新しいスタイル、こういったものが古典
的な法の枠組みの中では非常に違法視されやすい。
今までと違うから、ある意味では無理もないんで
すね。しかし、それをそう恐れているわけにはい
かないのであって、それを正面から克服するよう
な法論理を、自治体がまさに先頭を切ってやって
いかざるを得ない。そういったことを、いわばキ
ャッチフレーズ的に言いたいということで全国画
一ルールじゃなくて「東京ルール」。東京の住宅問
題というと東京にしかないわけなんで、他の大都
市と共通部分もあるでしょうけれども、この東京
という地域における住宅政策、住宅ルールを展開
していくのは東京という、あるいはそれを構成し
ているいろいろな基礎自治体の、都市自治体とし
ての自覚に基づいた新たな都市法の展開以外には
ないだろうという期待があるということを申し上
げて、私のお話を終わらせていただきます。どう
もありがとうございました。
5.閉会あいさつ
萩原靖子
高見棒先生、福岡先生、磯部先生、どうもあり
がとうございました。
本日の講演のお三方の先生方には、時間の制約
の中でそれぞれの専門のお立場から、いろいろな
お考えを述べていただきましたけれども、何分50
分という時間の範囲内で、なかなか十分なお話も
できなかったのではないかと推察いたします。そ
の意味で、きょうの先生方の発表も含めまして、都
市研究センターでは、総合都市研究及び都市研究
叢書というような出版物を通じまして、もう少し
詳しくいろいろな住宅問題などを中心としました
都市問題についての研究報告などがされておりま
すので、またそちらのほうも参考になさっていた
だきたいと思います。
きょうの住宅問題については、 3人のそれぞれ専
門の異なる講師の方々からお話をいただきまして、
きょうの参加者もいろいろなお立場の方もいらっ
しゃることと思います。都市研究センターとして、
きょうの公開講演会を開催いたしましたことで、そ
れぞれのお立場でのいろいろなお考えの参考にな
れば、今後の皆様方のお力添えになれば幸いでご
ざいます。
本日は、本当に長時間ご清聴いただきましであ
りがとうございました。ちょうど時間でもござい
ますので、このあたりで終わらせていただきたい
と思います。本日はどうもありがとうございまし
た。
